予算要求資料
令和2年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：交通対策費
	事業名　リニア中央新幹線活用推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　都市建築部　都市公園整備局　公共交通課　リニア推進係
　電話:058-272-1111（内2734）

　E-mail: c11134@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　     １，８００千円　（前年度予算額：２，０００千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	要求額
	1,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,800

	決定額
	1,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,800


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・「リニア中央新幹線活用戦略研究会」において、観光振興・まちづくり、産業振興、基盤整備の各分野において地域づくり戦略の検討を進め、平成２６年３月に「岐阜県リニア中央新幹線活用戦略(以下「活用戦略」という。)」をとりまとめた。
・平成２６年度以降は活用戦略の施策を着実に推進すべく、施策テーマごとの協議会を立ち上げ、検討を重ねている。
（２）事業内容

　　「リニア中央新幹線活用戦略研究会」や研究会の各部会・協議会の開催

・平成２６年度、「リニア中央新幹線活用戦略研究会」と３つの部会（観光振興・まちづくり、産業振興、基盤整備）を改組。
・平成２９年度、観光振興・まちづくり部会、いにしえ街道協議会、東美濃ふるさと街道協議会を「東美濃歴史街道協議会」へ改組。
・研究会や各部会・協議会では、活用戦略を踏まえた具体的な施策の推進とフォローアップを行うこととしており、令和２年度も随時会議を開催する。
　　   ・各部会には、施策テーマごとに協議会を設置し、具体的施策を立案、実施していく。現在、「東濃クロスエリア企業誘致プロジェクト推進協議会」、「建設段階経済効果波及協議会」、「リニア岐阜県駅周辺整備協議会」を設置している。
　「リニア中央新幹線東海三県一市連絡会議」の開催
　　　・愛知県、三重県、名古屋市の取組状況、課題等について情報共有するとともに、東海三県一市が連携して行う取組みについて検討している。
（３）県負担・補助率の考え方

　　・県10/10（県全体の広域的な観点で検討が必要な事業であるため）
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	452
	研究会、各部会、協議会等に参加する有識者等に支払う報償費

	旅費
	889
	交通費及び研究会、各部会、協議会等の参加者へ支払う費用弁償

	需用費
	251
	消耗品費、会議費、印刷製本費

	その他
	208
	電話代、郵送代、会場使用料等

	合計
	1,800
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）後年度の財政負担

　　・研究会での検討はリニア開業(令和９年)まで継続的に実施予定。
（２）事業主体及びその妥当性
・リニア開業効果を県内に広く波及させていくための取組みであることから、
県が主体となって戦略を推進する。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果

	


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

平成２６年３月にとりまとめた「リニア中央新幹線活用戦略」で提示した施策を実行に移し、リニア開業効果を県内全域に波及させる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　活用戦略で提示した施策の推進にかかる成果を、指標として定量的に管理することは困難。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

研究会の下部組織として、施策テーマごとに官民の関係者により部会及び協議会を設置し、具体的施策を立案・実施
＜産業振興部会＞

◆東濃クロスエリア企業誘致プロジェクト推進協議会
第６回：H31.4.22
◆建設段階経済効果波及協議会　今後実施予定
＜基盤整備部会＞

◆リニア岐阜県駅周辺整備協議会
　第１１回：R1.6.28


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

◆東濃クロスエリア企業誘致プロジェクト推進協議会…各市町における工場立地の現状や本社機能移転の取組みについて情報交換。→ＰＲ事業の実施及び県と市町の連携強化。
◆リニア岐阜県駅周辺整備協議会…「（仮称）清流の国ぎふ観光ターミナル」整備について中津川市より説明


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	・リニア中央新幹線は、平成２６年１０月に着工し、平成２８年１２月に瑞浪市において建設工事が着工。リニアによる効果を県内で広く活かしていくためには、引き続き本事業を推進していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇
	・７年後のリニア開業に向け、県、市町村、民間関連団体等で開業効果波及のための取組みを進めている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇
	・最小限の費用で研究会や部会・協議会を運営するよう努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　事業の推進に当たっては、県内市町村、経済団体、観光団体、有識者など幅広い分野からの参加を得て、活用戦略の取組みを具体的に実行していくための方策を議論し、実行に移していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　リニア中央新幹線活用戦略の取組みについて、リニア建設段階の初期から開業まで段階的かつ継続的に実施する必要があるため、本事業はリニア開業の令和９年まで継続的に実施する必要がある。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


